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【事件の概要】 

１．手続きの経緯 

平成２１年 ４月２７日：「ランフラットタイヤ」特許出願 

           （原出願：特願平１１－１５７４１３号） 

            株式会社ブリヂストン（本事件原告） 

平成２３年１２月１６日：設定登録（特許第４８８６８１０号） 

平成２７年 ８月 ３日：無効審判（無効２０１５－８００１５８号）の請求 

            住友ゴム工業株式会社（本事件被告） 

平成２８年１２月 ９日：一部（請求項１～４）を無効とする審決 

平成２９年 １月１８日：本件審決の取消しを求める本件訴訟を提訴 

 

※無効審判において、請求項６～１１については請求棄却審決。 

 この点については、審決取消訴訟（平成２９年（行ケ）第１０００６号）が提訴されている。 

 

２．本件発明の内容 

（２－１）本件請求項１記載の発明（以下「本件発明１」という。請求項２以降は省略。） 

【請求項１】 （下線は筆者が付した） 

ゴム補強層によって補強されたサイドウォール部を有し， 

該ゴム補強層が，昇温条件で測定したときの動的貯蔵弾性率の温度による変化を示す図において， 

１００℃以上に存在する動的貯蔵弾性率の急激な降下前に存在する動的貯蔵弾性率がほぼ直線的な変化を示

す部分の外挿線Ａと急激な降下部分の外挿線Ｂとの交点の温度が１７０℃以上であり， 

天然ゴムを含むゴム組成物を含むランフラットタイヤ。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ ：乗用車用空気入りタイヤ 

２ ：カーカスプライ 

２ａ：折り返しカーカスプライ 

２ｂ：ダウンカーカスプライ 

３ ：ベルト 

４ ：ビードコア 

５ ：ビードフィラー 

６ ：サイドウォール 

７ ：ゴム補強層 
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Ｃ ：昇温条件で測定したときの動

的貯蔵弾性率の温度による変化を表

わす図において、１００℃以上に存

在する動的貯蔵弾性率の急激な降

下前であって、動的貯蔵弾性率がほ

ぼ直線的な変化を示す部分の外挿線

Ａと急激な降下部分の外挿線Ｂとの

交点の温度 
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【００１０】 

 温度 C を１７０℃以上としたのは、この温度が低すぎると、高温でのゴム組成物の耐久性が十分でなく

成り、結果として、特にランフラット走行時の耐久性の向上が十分でなくなるためである。 

【００１１】 

 なお、外挿線Ａは、動的貯蔵弾性率の温度による変化を示す図において、１００℃以上での動的貯蔵弾性

率の急激な降下前であって動的貯蔵弾性率がほぼ直線状になる部分を外挿して得られる線である。外挿線と

動的貯蔵弾性率を示す線とは、少なくとも２０℃にわたって、好ましくは、少なくとも４０℃にわたって接

するのがよい。また、外挿線Ｂは、動的貯蔵弾性率が急激に降下する部分を外挿して得られる線である。外

挿線Ｂと動的貯蔵弾性率を示す線とは、少なくとも１０℃にわたって接するのが良く、好ましくは、少なく

とも１５℃にわたって接するのがよい。 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

３．審決の概要 

 本件発明１は，「動的貯蔵弾性率の急激な降下前に存在する動的貯蔵弾性率がほぼ直線的な変化を示す部

分の外挿線Ａ」，「（動的貯蔵弾性率の）急激な降下部分の外挿線Ｂ」が，それぞれ明確ではないから，本件

発明１の特許請求の範囲の記載は，明確性要件を満たさない。 

 

４．当事者の主張 

（４－１）本事件原告の主張 

 本件特許の原出願日当時，ゴム組成物の熱分析を用いた転移温度の試験において，ガラス転移温度（Ｔｇ）

を，ベースラインの外挿とガラス転移の変曲点の接線との交点として求めている（ＡＳＴＭ規格）。その際，

実際に測定されるグラフは，ノイズや誤差を含み，数学的に厳密な直線や変曲点を表すものではないにもか

かわらず，ベースラインの外挿及び変曲点の接線については，明確な技術用語として，何ら定義がされるこ

となく用いられている。 

 そして，動的貯蔵弾性率も，同様に温度上昇に伴う物性値の変化であるから，当業者は，ガラス転移温度

の測定方法に関する技術常識を基に，本件発明１の特許請求の範囲の記載を明確に理解できる。 

 なお，特許請求の範囲に，ある物性値の数値範囲が記載されていた場合，その物性値の測定には必ず誤差

が伴うところ，測定値に誤差が生じるだけでは，明確性を欠くことにはならない。そして，本件発明１は，

従来考えられていたよりも高温の温度領域における動的貯蔵弾性率の挙動に着目した発明であり，先行技術

において想定されていた温度範囲において，予想外の顕著な効果を奏する温度範囲を選択したという発明で

はない。本件明細書の比較例１において交点温度が１６９℃とされているのも，１７０℃以上という数値限

定に臨界的意義を示すものではない。したがって，外挿線Ａと外挿線Ｂとの交点の温度の測定に誤差があっ

たとしても，発明の新規性及び進歩性の判断の基礎としての特許請求の範囲の機能の担保を妨げるものでは

ない。 

（４－２）本事件被告の主張 

 動的貯蔵弾性率の温度による変化を示す図において，動的貯蔵弾性率の傾きが具体的にどのような値以上

になったときに急激な降下と判断すればよいか分からないから，「急激な降下」部分について当業者は理解

できない。また，どのような温度範囲にわたって動的貯蔵弾性率の傾きがどのように変化していればほぼ直

線状と判断すればよいか分からないから，「ほぼ直線的な変化を示す」部分について当業者は理解できない。 

 ガラス転移温度の測定方法が，ゴム分野において技術常識であったとしても，本件発明１の動的貯蔵弾性

率の温度による変化を示す図における外挿線Ａ及び外挿線Ｂの引き方が明確に定まるものではない。 

 すなわち，ガラス転移温度の測定方法における「ベースライン」「変曲点」と，本件発明１における「ほ

ぼ直線的な変化を示す部分」「急激な降下部分」とが関連することは，ガラス転移と本件発明１においてゴ

ム組成物の動的貯蔵弾性率が降下するという現象が異なり，本件明細書にも記載がなく，技術常識でもない

から，当業者が理解できるものではない。 

 また，本件明細書において，外挿線Ａと外挿線Ｂとの交点温度が１６９℃のものは比較例とされ，１７１℃

のものは実施例とされているように，本件発明１においては２℃のずれが問題となっているから，ＡＳＴＭ

規格は参考にできない。引用例１の実施例４及び１５のゴム組成物を試作して，動的貯蔵弾性率の温度によ
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る変化を計測したグラフにおいては，外挿線Ａ及び外挿線Ｂは，その引き方によっては交点温度に５．８℃

の差が生じるなど，交点温度は明確に定まらない（甲１の１）。 

 

５．判決の概要 

（１）特許を受けようとする発明が明確であるか否かは，特許請求の範囲の記載だけではなく，願書に添付

した明細書の記載及び図面を考慮し，また，当業者の出願当時における技術常識を基礎として，特許請求の

範囲の記載が，第三者の利益が不当に害されるほどに不明確であるか否かという観点から判断されるべきで

ある。 

 原告（本事件被告）は，本件発明１に係る特許請求の範囲の記載のうち，「急激な降下」，「急激な降下部

分の外挿線」及び「ほぼ直線的な変化を示す部分の外挿線」との各記載が不明確であると主張するから，以

下検討する。 

（２）「急激な降下」，「急激な降下部分の外挿線」との記載 

 ア 請求項１の記載のうち「急激な降下」部分とは，動的貯蔵弾性率の温度による変化を示す図において，

左から右に向かって降下の傾きの最も大きい部分を意味することは明らかである（【図２】）。また，傾きの

最も大きい部分の傾きの程度は一義的に定まるから，「急激な降下部分の外挿線」の引き方も明確に定まる

ものである。 

 イ これに対し，原告は，動的貯蔵弾性率の傾きが具体的にどのような値以上になったときに「急激な降

下」と判断すればよいか分からない旨主張する。しかし，「急激な降下」とは，相対的に定まるものであっ

て，傾きの程度の絶対値をもって特定されるものではないから，同主張は失当である。 

（３）「ほぼ直線的な変化を示す部分の外挿線」との記載 

 ア ＡＳＴＭ規格（乙３１）は，世界最大規模の標準化団体である米国試験材料協会が策定・発行する規

格であるところ，ＡＳＴＭ規格においては，温度上昇に伴って変化する物性値のグラフから，ポリマーのガ

ラス転移温度を算出するに当たり，ほぼ直線的に変化する部分を特段定義しないまま，同部分の外挿線を引

いている。 

 また，ＪＩＳ規格（乙１３）は，温度上昇に伴って変化する物性値のグラフから，プラスチックのガラス

転移温度を算出するに当たり，「狭い温度領域では直線とみなせる場合もある」「ベースライン」を延長した

直線を，外挿線としている。 

 そうすると，ポリマーやプラスチックのガラス転移温度の算出に当たり，温度上昇に伴って変化する物性

値のグラフから，特定の温度範囲における傾きの変化の条件を規定せずに，ほぼ直線的な変化を示す部分を

把握することは，技術常識であったというべきである。 

 そして，ポリマー，プラスチック及びゴムは，いずれも高分子に関連するものであるから，ゴム組成物の

耐熱性に関する技術分野における当業者は，その主成分である高分子に関する上記技術常識を当然有してい

る。 

 したがって，ゴム組成物の耐熱性に関する技術分野における当業者は，上記技術常識をもとに，昇温条件

で測定したときの動的貯蔵弾性率の温度による変化を示す図において，特定の温度範囲における傾きの変化

の条件が規定されていなくても，「ほぼ直線的な変化を示す部分」を把握した上で，同部分の外挿線を引く

ことができる。 

イ これに対し，原告は，ＡＳＴＭ規格におけるガラス転移温度の測定方法における「ベースライン」と，

本件発明１における「ほぼ直線的な変化を示す部分」とが関連することを，当業者は理解できないなどと主

張する。 

 しかし，ゴム組成物の耐熱性に関する技術分野における当業者は，その主成分である高分子についての技

術常識を当然有しているというべきであるから，ＡＳＴＭ規格やＪＩＳ規格における技術常識をもとに，「ほ

ぼ直線的な変化を示す部分」という請求項の記載の意味内容を理解できるものである。 

ウ また，原告は，本件発明１においては２℃のずれが問題となっているから，ＡＳＴＭ規格は参考にでき

るものではなく，本件発明１に関連するゴム組成物の動的貯蔵弾性率の温度による変化を計測したグラフに

おいて，外挿線Ａ及び外挿線Ｂは，その引き方によっては交点温度に５．８℃の差や３℃の差が生じる旨主

張する。 

 しかし，後記５（２）のとおり，本件特許の原出願の優先日当時，ランフラットタイヤのサイド部の補強
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用ゴム組成物の温度範囲は，せいぜい１５０℃以下の温度範囲で着目されていたにすぎなかったところ，本

件発明６は，サイド部の補強用ゴム組成物の１８０℃から２００℃までの動的貯蔵弾性率の変動に着目した

ものである。 

 本件発明７も，ビード部の補強用ゴム組成物の同様の数値範囲に着目したものである。そして，本件発明

１は，かかる技術的思想を，外挿線Ａと外挿線Ｂの交点の温度が１７０℃以上であるゴム組成物として特定

したものである。 

 そして，本件発明１と同種であるゴム組成物の動的貯蔵弾性率の温度による変化を計測したグラフにおけ

る外挿線Ａ及び外挿線Ｂの交点温度は，その引き方によっても１℃の差が生ずるにとどまる（甲６の実施例

６のゴム組成物に関する甲２１７，図２，３。なお，図４の接線３は，「ほぼ直線的な変化を示す部分」の

外挿線ということはできない。また，引用例１の実施例４及び１５のゴム組成物に関する甲１の１の外挿線

Ａも，動的貯蔵弾性率の最大値温度から１０℃ないし３０℃低い温度における動的貯蔵弾性率の部分の接線

であり，「ほぼ直線的な変化を示す部分」の外挿線Ａではない。）。 

 このように，外挿線Ａと外挿線Ｂの交点温度として特定された１７０℃という温度は，補強用ゴム組成物

の１８０℃から２００℃までの動的貯蔵弾性率の変動に着目したことから導かれたものであって，かかる交

点温度は，その引き方によっても１℃の差が生ずるにとどまる。そうすると，外挿線Ａと外挿線Ｂの交点温

度によって，ゴム組成物の構成を特定するという特許請求の範囲の記載は，第三者の利益が不当に害される

ほどに不明確なものとはいえない。 

（４）小括 

 したがって，本件発明１に係る特許請求の範囲の記載のうち，「急激な降下」，「急激な降下部分の外挿線」

及び「ほぼ直線的な変化を示す部分の外挿線」との各記載は明確であって，本件特許の特許請求の範囲にお

ける請求項１の記載が明確性要件に違反するということはできない。 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

【考察＆私見】 

・他の技術分野の知識からして一見して不明確と考えられる表現であっても、その技術分野や技術常識では

不明確と判断されない場合もある。そのため、相手方（特許庁、無効審判請求人等）から不明確との指摘が

なされた場合であっても、上記観点からの反論の余地がある。逆に、不明確と指摘する側の立場であっても、

その主張内容に上記観点からの主張を盛り込むことも検討すべきである。 

・特に、不明確か否かについて、「第三者の利益が不当に害されるほど」か否かによって判断が異なる場合

があることから、新規性や進歩性の判断（主張）と合わせた明確性の判断（主張）が有効と考えられる。 

 

以上 


